
第48期
定時株主総会
招集ご通知
2017年4月1日～2017年12月31日

目　次
株主の皆様へ ………………………………… 1

… 2第48期定時株主総会招集ご通知 …………
　議決権行使方法のご案内
株主総会参考書類 …………………………… 6
　第１号議案 剰余金の処分の件

　第３号議案

取締役（監査等委員である
取締役を除く。）８名選任の件
監査等委員である
取締役３名選任の件
補欠の監査等委員である
取締役１名選任の件

　第２号議案

事業報告 ……………………………………… 19
連結計算書類 ………………………………… 50
計算書類 ……………………………………… 53
監査報告 ……………………………………… 56

証券コード：6481

日　時　 2018年３月17日（土曜日）
　　　　 午後１時30分（受付開始：午後０時30分）
場　所　 東京都港区高輪四丁目10番30号
　　　　 品川プリンスホテル アネックスタワー ５階
　　　　 ｢プリンスホール｣

提供書面

　第４号議案

　



― 1 ―

経営理念
世にない新しいものを提案し、世に新しい風を吹き込み、豊かな社会作りに貢献する
ＴＨＫは、経営理念に基づき、「企業価値の最大化」の観点から、株主様を含む全てのステ
ークホルダーの皆様と適切に協働し、持続的に成長することにより、当社グループの長期
的な企業価値の向上を目指しています。

株主の皆様へ
　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　ここに、第48期定時株主総会の開催をご案内申しあげま
す。
　当社は、長期的な成長と企業価値向上の実現に向けて、地
理的な領域拡大を目指した「グローバル展開」と用途的な領
域拡大を目指した「新規分野への展開」に加え、AI、ロボ
ットをはじめとするテクノロジーを徹底活用する「ビジネス
スタイルの変革」を成長戦略の柱として掲げ、事業展開に注
力しております。
　産業機器事業においては、需要の裾野をさらに広げるべ
く、各種ITツールを活用した効率的な営業活動を推進して

代表取締役社長

います。生産面では人員・設備の増強により生産能力のさらなる強化に努めるとともに、ロボッ
ト化・自動化の推進、IoTを駆使したグローバル生産の見える化により飛躍的な生産性向上を図
っています。
　輸送機器事業においては、L&S（リンケージ アンド サスペンション）事業のさらなる拡大
に加え、直動システムのコア技術を応用した自動車向け新製品の開発・販売を加速させておりま
す。
　引き続き「グローバル展開」と「新規分野への展開」、「ビジネススタイルの変革」を強力に推
進させていくとともに、収益性の改善にも取り組むことにより、さらなる成長と企業価値向上を
成し遂げ、株主の皆様のご期待にお応えできるよう努めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあ
げます。
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証券コード 6481
2018年３月１日

株 主 各 位
東京都港区芝浦二丁目12番10号

代表取締役社長 寺 町 彰 博
　

第48期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第48期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等の電磁的方法により議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2018年
３月16日（金曜日）午後５時30分までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

　

１.日 時 2018年３月17日（土曜日）午後１時30分（受付開始：午後０時30分）
(開催日が前回定時株主総会の日（平成29年6月17日）に応当する日と離れてい
ますのは、第48期より当社の事業年度の末日を3月31日から12月31日に変更
したためであります。）

２.場 所 東京都港区高輪四丁目10番30号 品川プリンスホテル
アネックスタワー ５階「プリンスホール」

３.目的事項
報告事項 1.第48期（2017年４月１日から2017年12月31日まで）事業報告、連結計算

書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
2.第48期（2017年４月１日から2017年12月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
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４.インターネットによる開示
　法令および当社定款の定めに基づき、次に掲げる事項についてはインターネット上の当社ウェ
ブサイト（アドレス http://www.thk.com/contents/ir_general_shareholders_meeting.html）
に掲載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。
　①連結計算書類の連結注記表
　②計算書類の個別注記表
　なお、監査等委員会および会計監査人が監査した連結計算書類および計算書類は、本招集ご
通知の提供書面記載のもののほか、当社ウェブサイトに掲載している「連結注記表」および
「個別注記表」となります。

以 上

◎インターネットによる開示となる「①連結計算書類の連結注記表」および「②計算書類の個別注記表」につい
ても、株主総会当日における質疑の対象となります。
◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト
（アドレス http://www.thk.com/contents/ir_general_shareholders_meeting.html）に掲載させていた
だきます。
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、本招集ご通知
をご持参くださいますようお願い申しあげます。
◎当社では、定款の定めにより、代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方に委任する
場合に限られます。なお、代理人は１名とさせていただきます。



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
等

監
査
報
告

― 4 ―

していただき、2018年3月16日

議決権行使方法のご案内

　株主総会当日は同封の議決権
行使書用紙をご持参いただき、
会場受付にご提出ください。
　また、当日は本招集ご通知を
ご持参くださいますようお願い
申しあげます。

　同封の議決権行使書用紙に賛
否をご表示いただき、総会日前
日の2018年3月16日（金曜日）
午後5時30分までに到着するよ
うご返送ください。

　議決権行使サイト（https://
evote.tr.mufg.jp/）にアクセス

（金曜日）午後5時30分までに賛
否をご入力ください。

次頁の「インターネットによる
議決権行使のお手続きについ
て」をご参照ください。

当日ご出席による
議決権行使

書面による
議決権行使

インターネットによる
議決権行使

 機関投資家の皆様へ
　株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合に
は、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、上記のインターネットによ
る議決権行使以外に、当該プラットフォームをご利用いただくことができます。

THKグループ製品展示会について
　当日はモニター等を利用し当社の現況等を紹介さ
せていただくとともに、株主総会終了後には、株主
総会会場に併設して、「THKグループ製品展示会」
を開催いたします。
　この機会に是非とも、当社グループに対するご理
解をさらに深めていただきたいと存じます。

昨年の展示会イメージです
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インターネットによる議決権行使のお手続きについて
行使期限 2018年３月16日 金曜日 午後５時30分まで

1議決権行使サイトにアクセスする
クリック

議決権行使サイトにアクセスして｢次の画面へ｣
ボタンをクリックしてください。
＞議決権行使サイト
https://evote.tr.mufg.jp/

※インターネットによる議決権行使は、パソコン、
スマートフォンまたは携帯電話から、アクセスいた
だくことによってご利用いただけます。（午前２時
から午前５時までは、議決権行使サイトの保守・点
検のため接続いただくことができません）

2ログインする ❶入力

❷クリック
同封の議決権行使書用紙に表示された｢ログイン
ID｣と｢仮パスワード｣をご入力いただき、｢ログ
イン｣をクリックしてください。

＞＞＞ これでログインが完了です。以降、画面の案内に沿ってお進みください。

※ 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効
とさせていただきます。

※ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただき
ます。

※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使サイトが利用できない場
合があります。

※ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通信費等は株主さまのご負担となります。

システム等に関するお問い合わせ

インターネットによる議決権行使でパソコ
ン、スマートフォンまたは携帯電話の操作方法
がご不明な場合は、右記にお問い合わせくださ
い。

三菱UFJ信託銀行株式会社  証券代行部（ヘルプデスク）

0120-173-027（通話料無料）
受付時間  9:00～21:00
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　当期の連結業績を踏まえ、第48期の期末配当およびその他の剰余金の処分につきまして
は、当社の業績、当社グループを取り巻く経営環境、将来の事業展開に備えた内部留保、安
定配当の維持等を総合的に勘案いたしまして、以下のとおりとしたいと存じます。
１．期末配当に関する事項
　第48期の期末配当は、当社普通株式１株につき金26円としたいと存じます。
　これにより中間配当金36円を含めました当期の年間配当金は、１株につき金62円と
なります。
（1）配当財産の種類

　金銭としたいと存じます。
（2）配当財産の割当てに関する事項およびその金額

　当社普通株式１株につき金26円としたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は3,290,914,510円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
　2018年3月19日としたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
（1）増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 20,000,000,000円
（2）減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 20,000,000,000円
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任
期満了となりますので、社外取締役１名を含む取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名
の選任をお願いするものであります。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。
　

候補者番号 氏 名（年 齢） 現在の当社における地位及び担当

1 再任候補者
てら まち あき ひろ

寺 町 彰 博 （満66歳） 代表取締役社長ＣＥＯ

2 再任候補者
てら まち とし ひろ

寺 町 俊 博 （満59歳） 取締役副社長ＣＩＯ

3 再任候補者
いま の ひろし

今 野 宏 （満64歳） 取締役副社長ＣＦＯ

4 再任候補者
まき のぶ ゆき

槇 信 之 （満57歳）
取締役専務執行役員
輸送機器統括本部長

5 再任候補者
てら まち たか し

寺 町 崇 史 （満39歳）
取締役専務執行役員
産業機器統括本部長
THKインテックス株式会社代表取締役社長

6 再任候補者
しも まき じゅん じ

下 牧 純 二 （満64歳）
取締役常務執行役員
産業機器統括本部副本部長
産業機器統括本部営業本部長

7 再任候補者
さか い じゅん いち

坂 井 淳 一 （満70歳）
取締役
（品質保証、リスク管理、生産技術管掌）

8
再任候補者

社外取締役候補者
独立役員候補者

か いの しょう まさ あき

甲 斐 莊 正 晃 （満67歳） 社外取締役

　

（注） 年齢は、本定時株主総会時のものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

再 任

寺
てら
　 町

まち
　 彰

あき
　 博

ひろ

（1951年４月５日生）
【取締役在任年数】

36年
【取締役会への出席状況】
100％（11回／11回）

1975年10月 当社入社
1982年３月 当社取締役業務部長
1987年６月 当社常務取締役管理本部長
1994年６月 当社取締役副社長
1995年５月 大東製機株式会社（現ＴＨＫインテックス株

式会社）代表取締役社長
1997年１月 当社代表取締役社長（現任）
＜重要な兼職の状況＞
一般社団法人日本工作機器工業会 会長

3,497,810株

【取締役候補者とした理由】
寺町彰博氏を取締役候補者とした理由は、当社および国内外の当社グループ全体の監督、統括を行う
経営の最高責任者としてリーダーシップを発揮してきた豊富な経験と実績に基づき、当社グループの
企業価値向上に向けたグローバル展開、新規分野への展開およびビジネススタイルの変革を図るにあ
たり、当社グループ全体の監督、統括を適切に行うことができる人材と判断したためであります。

（注）寺町彰博氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。

２

再 任

寺
てら
　 町

まち
　 俊

とし
　 博

ひろ

（1958年11月18日生）
【取締役在任年数】
19年９ヶ月

【取締役会への出席状況】
90％（10回／11回）

1988年12月 当社入社
1989年６月 THK Europe GmbH（現THK GmbH）

取締役英国支店長
1992年８月 PGM Ballscrews Ireland Ltd.（現 THK

Manufacturing of Ireland Ltd.）
取締役副社長

1993年２月 THK GmbH代表取締役社長
1993年５月 THK Europe B.V.代表取締役社長
1998年６月 当社取締役
2005年６月 当社常務取締役
2012年６月 当社取締役副社長(現任）

100,400株

【取締役候補者とした理由】
寺町俊博氏を取締役候補者とした理由は、当社および国内外の当社グループ全体の監督、統括を行っ
てきた豊富な経験と実績に基づき、当社グループの企業価値向上に向けたグローバル展開、新規分野
への展開およびビジネススタイルの変革を図るにあたり、当社グループ全体の監督、統括を適切に行
うことができる人材であると判断したためであります。

（注）寺町俊博氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３

再 任
いま の ひろし

今 野 宏
（1954年１月31日生）
【取締役在任年数】
９年９ヶ月

【取締役会への出席状況】
100％（11回／11回）

2004年３月 株式会社みずほコーポレート銀行（現株式会
社みずほ銀行）退行

2004年４月 当社入社
2004年５月 THK（無錫）精密工業有限公司総経理
2007年10月 当社生産副本部長
2007年12月 THK Manufacturing of Europe S.A.S.

代表取締役社長
2008年６月 当社取締役
2010年６月 当社常務取締役
2012年６月 当社取締役副社長（現任）

2,900株

【取締役候補者とした理由】
今野宏氏を取締役候補者とした理由は、当社および国内外の当社グループ全体の監督、統括を行って
きた豊富な経験と実績に基づき、当社グループの企業価値向上に向けたグローバル展開、新規分野へ
の展開およびビジネススタイルの変革を図るにあたり、当社グループ全体の監督、統括を適切に行う
ことができる人材であると判断したためであります。

（注）今野宏氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

４

再 任

槇
まき
　 信

のぶ
　 之

ゆき

（1960年５月12日生）
【取締役在任年数】
２年９ヶ月

【取締役会への出席状況】
100％（11回／11回）

1983年４月 当社入社
1992年７月 THK America,Inc.シカゴ支店長
2003年１月 THK Manufacturing of America, Inc.

代表取締役社長
2007年10月 当社山口工場長
2010年６月 当社取締役

当社生産本部長
2014年６月 当社常務執行役員

（執行役員制度導入に伴い、当社取締役退任）
2015年４月 当社営業支援本部長
2015年５月 当社Ｌ＆Ｓ統合推進室長
2015年６月 当社取締役（現任）
2015年11月 当社常務執行役員

当社輸送機器本部長
2016年６月 当社専務執行役員（現任）

当社輸送機器統括本部長（現任）

2,900株

【取締役候補者とした理由】
槇信之氏を取締役候補者とした理由は、輸送機器関連事業の責任者として監督、統括を行うとともに、
当社および国内外の当社グループ全体における生産の統括、国内外の営業の分野における責任者とし
ての豊富な経験と実績に基づき、当社グループの企業価値向上に向けたグローバル展開、新規分野へ
の展開およびビジネススタイルの変革を図るにあたり、当社グループ全体および担当事業の監督、統
括を適切に行うことができる人材であると判断したためであります。

（注）槇信之氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

５

再 任

寺
てら
　 町

まち
　 崇

たか
　 史

し

（1978年11月17日生）
【取締役在任年数】
３年９ヶ月

【取締役会への出席状況】
100％（11回／11回）

2013年９月 住友商事株式会社退社
2013年11月 当社入社
2014年１月 当社IMT事業部 部長
2014年６月 当社取締役（現任）

当社執行役員
当社IMT事業部副事業部長
THKインテックス株式会社代表取締役社長（現任）

2016年６月 当社専務執行役員（現任）
当社産業機器統括本部長（現任）

1,700株

【取締役候補者とした理由】
寺町崇史氏を取締役候補者とした理由は、産業機器関連事業の責任者として監督、統括を行うととも
に、ＴＨＫインテックス株式会社の代表取締役社長として、当社グループのロボット、ユニット分野
における責任者としての経験と実績に基づき、当社グループの企業価値向上に向けたグローバル展開、
新規分野への展開およびビジネススタイルの変革を図るにあたり、当社グループ全体および担当事業
の監督、統括を適切に行うことができる人材であると判断したためであります。

（注）寺町崇史氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。

６

再 任

下
しも
　 牧

まき
　 純

じゅん
　 二

じ

（1953年10月６日生）
【取締役在任年数】
　１年９ヶ月

【取締役会への出席状況】
100％（11回／11回）

1976年４月 当社入社
1992年７月 当社東京支店長
2003年２月 当社東日本第一営業統括部長
2004年６月 当社東日本第二営業統括部長
2009年６月 当社取締役

当社営業本部長
2011年10月 当社ACE事業部長
2014年６月 当社常務執行役員（現任）

（執行役員制度導入に伴い、当社取締役退任）
2016年６月 当社取締役（現任）

当社産業機器統括本部副本部長（現任）
当社産業機器統括本部営業本部長（現任）

8,100株

【取締役候補者とした理由】
下牧純二氏を取締役候補者とした理由は、産業機器関連事業について監督、統括を行うとともに、当
社および国内外の当社グループ全体における営業の統括責任者としての豊富な経験と実績に基づき、
当社グループの企業価値向上に向けたグローバル展開、新規分野への展開およびビジネススタイルの
変革を図るにあたり、当社グループ全体および担当事業の監督、統括を適切に行うことができる人材
であると判断したためであります。

（注）下牧純二氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

７

再 任
さか い じゅん いち

坂 井 淳 一
（1947年10月５日生）

【取締役在任年数】
13年９ヶ月

【取締役会への出席状況】
100％（11回／11回）

1990年１月 株式会社日平トヤマ退社
当社入社

1992年７月 当社メカトロ部長
1994年10月 当社営業技術部長
2000年３月 当社東日本第一営業統括部長
2003年２月 当社品質保証部長

当社先端技術情報センター所長
2004年６月 当社取締役（現任）
2006年９月 当社品質保証統括部長

当社先端技術情報センター長
2014年６月 当社執行役員

当社ＩＣＢセンター長
2016年６月 当社品質保証、リスク管理、生産技術管掌

（現任）

3,850株

【取締役候補者とした理由】
坂井淳一氏を取締役候補者とした理由は、技術、品質、営業の分野における責任者としての豊富な経
験と実績に基づき、当社グループの企業価値向上に向けたグローバル展開、新規分野への展開および
ビジネススタイルの変革を図るにあたり、当社グループ全体および管掌部門の監督、統括を適切に行
うことができる人材であると判断したためであります。

（注）坂井淳一氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。



― 13 ―

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

８

再 任 社 外
か いの しょう まさ あき

甲 斐 莊 正 晃
（1951年１月21日生）
【社外取締役在任年数】

５年９ヶ月
【取締役会への出席状況】
100％（11回／11回）

1976年４月 株式会社三井銀行（現株式会社三井住友銀行）入行
1996年４月 株式会社さくら銀行（現株式会社三井住友銀行）退行
1996年５月 SAPジャパン株式会社入社
1999年９月 同社退社

株式会社日本ビジネスクリエイト入社
2005年１月 同社退社

ケイブレイン株式会社（現株式会社
KAINOSHO）代表取締役（現任）

2011年４月 大妻女子大学短期大学部教授（現任）
2012年６月 当社社外取締役（現任）

1,900株

【社外取締役候補者とした理由】
甲斐莊正晃氏を社外取締役候補者とした理由は、経営学に精通した大学教授ならびに経営コンサルテ
ィング会社の経営者としての豊富な経験と実績および見識に基づき、当社グループの企業価値向上に
向けたグローバル展開、新規分野への展開およびビジネススタイルの変革を図るにあたり、当社の経
営の客観性、中立性および妥当性が確保されることを期待したためであります。
なお、同氏は1976年４月から1996年４月まで、現在当社の借入先である株式会社三井住友銀行の前
身である株式会社三井銀行に在籍しておりましたが、一貫してシステム関連部門に属しており、かつ
当社は当時株式会社三井銀行との取引関係はなかったため、独立性を有する社外取締役としての職務
を適切に遂行いただけるものと判断しております。
（注）１．甲斐莊正晃氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
　 ２．甲斐莊正晃氏は、社外取締役候補者であります。

３．当社は、甲斐莊正晃氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の
限度額は、1,000万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い
額としており、同氏が再任された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。

４．当社は、甲斐莊正晃氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出
ております。同氏が再任された場合は、引き続き独立役員となる予定であります。

（注） 取締役の選任および報酬等についての監査等委員会の意見の概要は以下のとおりであります。
各候補者は、指名諮問委員会において、見識、経験、能力等の要素から取締役として適任であるかにつ
いて審議されており、指名諮問委員会の委員として監査等委員が1名審議に参加しております。監査等委
員会において、指名諮問委員会の審議内容を踏まえて協議した結果、指名手続きは適切に行なわれてお
り、各候補者は、当社の取締役として適任であると判断いたしました。
また、監査等委員会は、取締役が受ける報酬等について、指名諮問委員会同様に監査等委員1名が審議に
参加している報酬諮問委員会の審議内容を踏まえて監査等委員会において協議した結果、決定手続は報
酬体系に則り適切に行なわれていることから、報酬等の内容は妥当であると判断しております。
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　
　監査等委員である取締役３名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますの
で、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

再 任 社 外

日
ひ
　 置

おき
　 政

まさ
　 克

かつ

（1950年７月30日生）
【社外取締役在任年数】

３年９ヶ月
【監査等委員である取締

役在任年数】
１年９ヶ月

【取締役会への出席状況】
90％（10回／11回）
【監査等委員会への出席状況】
100％（12回／12回）

1975年４月 株式会社小松製作所入社
2004年４月 同社執行役員
2008年４月 同社常務執行役員
2012年７月 同社顧問
2014年６月 当社社外取締役
2014年11月 株式会社すき家本部社外取締役（現任）
2015年４月 立命館大学大学院客員教授（現任）
2016年５月 株式会社瑞光社外取締役（現任）
2016年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

700株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
日置政克氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、グローバル企業かつ製造業における
人事・総務を主とした経営部門での責任者としての豊富な経験と実績および見識に基づき、当社グル
ープの企業価値向上に向けたグローバル展開、新規分野への展開およびビジネススタイルの変革を図
るにあたり、当社の経営の客観性、中立性および妥当性が確保されることを期待したためであります。
なお、同氏は株式会社小松製作所の出身者であり、当社と株式会社小松製作所の間に当社製品の販売
等の取引関係がありますが、当連結会計年度におけるその取引額の割合は当社および同社の売上高の
1%未満であることから、独立性を有する社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断
しております。
（注）１．日置政克氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
　 ２．日置政克氏は、社外取締役候補者であります。

３．当社は、日置政克氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、1,000万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額
としており、同氏が再任された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。

４．当社は、日置政克氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出て
おります。同氏が再任された場合は、引き続き独立役員となる予定であります。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

２

再 任 社 外

大
おお
　 村

むら
　 富

とみ
　 俊

とし

（1954年８月３日生）
【社外取締役在任年数】

1年９ヶ月
【監査等委員である取締

役在任年数】
１年９ヶ月

【取締役会への出席状況】
100％（11回／11回）
【監査等委員会への出席状況】
100％（12回／12回）

1976年10月 会計士補登録
1977年10月 監査法人不二会計事務所入所
1980年10月 監査法人朝日会計社（現有限責任あずさ監査

法人）入社
1982年３月 公認会計士登録
1989年12月 大村公認会計士事務所所長（現任）
2016年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

500株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
大村富俊氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、長年にわたり公認会計士として培わ
れた企業会計に関する知識を有しており、会計に関する専門家として、豊富な経験と実績および見識
に基づき、当社グループの企業価値向上に向けたグローバル展開、新規分野への展開およびビジネス
スタイルの変革を図るにあたり、当社の経営の客観性、中立性および適法性が確保されることを期待
したためであります。
なお、同氏は、過去に直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、当社の社
外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。

（注）１．大村富俊氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
　 ２．大村富俊氏は、社外取締役候補者であります。

３．当社は、大村富俊氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、1,000万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額
としており、同氏が再任された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。

４．当社は、大村富俊氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出て
おります。同氏が再任された場合は、引き続き独立役員となる予定であります。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３

再 任 社 外

上
うえ
　 田

だ
　 良

よし
　 樹

き

（1953年３月10日生）
【社外取締役在任年数】

1年９ヶ月
【監査等委員である取締

役在任年数】
１年９ヶ月

【取締役会への出席状況】
100％（11回／11回）
【監査等委員会への出席状況】
91％（11回／12回）

1976年４月 三菱商事株式会社入社
2007年４月 同社関西支社副支社長
2008年４月 同社理事
2010年６月 三菱商事テクノス株式会社代表取締役社長執

行役員
2011年６月 日本工作機械販売協会会長
2015年６月 三菱商事テクノス株式会社顧問
2016年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
2016年６月 新東工業株式会社社外取締役（現任）
2016年11月 株式会社牧野フライス製作所顧問（現任）
2016年12月 国立大学法人静岡大学客員教授（現任）

500株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
上田良樹氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、グローバル企業における機械関連事
業の分野に長年従事した経験を有しており、会社経営においても精通されていることから、その豊富
な経験と実績および見識に基づき、当社グループの企業価値向上に向けたグローバル展開、新規分野
への展開およびビジネススタイルの変革を図るにあたり、当社の経営の客観性、中立性および適法性
が確保されることを期待したためであります。
なお、同氏は、新東工業株式会社の社外取締役、株式会社牧野フライス製作所の顧問であります。当
社と新東工業株式会社との間に同社製品の購入等の取引関係がありますが、当連結会計年度における
その取引額の割合は当社および同社の売上高の１％未満であります。また、当社と株式会社牧野フラ
イス製作所との間に当社製品の販売等の取引関係がありますが、当連結会計年度におけるその取引額
の割合は当社および同社の売上高の１％未満であることから、独立性を有する社外取締役としての職
務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

（注）１．上田良樹氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
　 ２．上田良樹氏は、社外取締役候補者であります。

３．当社は、上田良樹氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、1,000万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額
としており、同氏が再任された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。

４．当社は、上田良樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出て
おります。同氏が再任された場合は、引き続き独立役員となる予定であります。
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第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　2016年６月18日開催の第46期定時株主総会において補欠の監査等委員である取締役に選任
された鳥海哲郎氏の選任の効力は、本定時株主総会開始の時までとされておりますので、法令に
定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取
締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

社 外

鳥
とり
　 海

うみ
　 哲

てつ
　 郎

ろう

（1950年８月３日生）

1979年４月 第二東京弁護士会登録
1979年４月 桝田江尻法律事務所勤務
1982年６月 ヴァンクーバーのレイ・コネル法律事務所入所
1983年５月 サンフランシスコのブロンソン・ブロンソン＆マッキ

ノン法律事務所入所
1985年１月 桝田江尻法律事務所パートナー弁護士
1993年４月 あさひ法律事務所パートナー弁護士
2007年４月 TMI総合法律事務所パートナー弁護士（現任）

－株

【補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
鳥海哲郎氏を補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、長年の弁護士として培われた法律知識
および海外法律事務所で勤務された経験を有しており、法律の専門家として、豊富な経験と実績および見識に
基づき、当社グループの企業価値向上に向けたグローバル展開、新規分野への展開およびビジネススタイルの
変革を図るにあたり、当社の経営の客観性、中立性および適法性が確保されることを期待したためであります。
なお、同氏は、過去に直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、当社の社外取締役
としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。
（注）１．鳥海哲郎氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
　 ２．鳥海哲郎氏は、社外取締役候補者であります。

３．当社は、鳥海哲郎氏が取締役に就任された場合には、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に
基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約
に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額
のいずれか高い額であります。

４．鳥海哲郎氏が、社外取締役に就任した場合、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員となる
予定であります。

以 上
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　（ご参考） 当社における社外取締役の独立性判断基準について

当社は、当社における社外取締役の独立性判断基準を以下のとおり定めます。当社において、以下の項目に
該当する者は、独立性は有しないものと判断します。

１．当社グループの現在の業務執行者ではなく、かつその就任の前10年間において（ただし、その就任の
前10年以内のいずれかの時において当社グループの非業務執行取締役、監査役または会計参与であっ
たことがある者にあっては、それらの役職への就任の前10年間において）当社の業務執行者であった
者

２．当社を主要な取引先とする者またはその業務執行者
３．当社の主要な取引先またはその業務執行者
４．当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、公認会計士等の会計専門
家または弁護士等の法律専門家（当該財産を得ている者が法人等の団体である場合は当該団体に所属す
る者）

５．過去１年間において、上記２．から４．のいずれかに該当していた者
６．以下に掲げる者（重要でない者を除く）の配偶者または二親等内の親族
(a)上記２．から５．に該当する者
(b)当社グループの業務執行者
(c)過去１年間において、上記（b）に該当していた者

７．当社の現在の総議決権の10％以上の株式を保有する株主（当該株主が法人等の団体である場合は、そ
の業務執行者）

※業務執行者
会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する業務執行者をいい、業務執行取締役、執行役員、支配人そ
の他の使用人を含みます。非業務執行取締役、監査役は含みません。

※当社の主要性、重要性の考え方
当社の意思決定に対して重要な影響を与えるとともに、株主を含むステークホルダーに対して重要な影響
を与えうると考えられる者、法人等の団体、およびその業務執行者をいいます。
具体的には、当社の売上高の相当部分を占めている取引先や、当社グループの経営陣（取締役、執行役員
等）をいいます。

　



― 19 ―

（提供書面）
事 業 報 告

（2017
2017

年
年
４
12
月
月
１
31
日から
日まで）

　
　当社は、2017年６月17日開催の第47期定時株主総会の決議により、事業年度末日を従来の
３月31日から12月31日に変更いたしました。
　これにより、当第48期事業年度が2017年４月１日から2017年12月31日までの９ヵ月とな
ったため、当連結会計年度の事業報告においては業績に関する前期比増減の記載を省略しており
ますのでご了承くださいますようお願い申しあげます。
　
１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過および成果

経済環境
　当連結会計年度においては、欧米を中心とする先進国経済が回復基調で推移する中、
中国をはじめとする新興国において経済に持ち直しの動きが見られ、世界経済は緩やか
な回復が続きました。日本では、世界経済の回復を受けて輸出や設備投資が好調に推移
する中、全体的に持ち直しの動きが見られ、経済は緩やかに回復しました。
売上高の概況
　当社グループでは、「LMガイド（直線運動案内：Linear Motion Guide）」をはじめ
とする当社製品の市場を拡大すべく「グローバル展開」と「新規分野への展開」、「ビジ
ネススタイルの変革」を成長戦略の柱として掲げています。グローバル展開において
は、中国をはじめとする新興国ではFA（Factory Automation）の進展などを背景と
してマーケットは成長し、先進国でもユーザーの裾野が広がる中、これらの需要を取り
込むべくグローバルで生産・販売体制の拡充に努めています。新規分野への展開におい
ては、自動車や免震・制震装置、医療機器、航空機、ロボット、再生可能エネルギーな
ど消費財に近い分野で当社製品の採用が広がる中、従来品のみならず新規開発品の売上
高の拡大を図っています。さらに、これらの戦略を推し進めるべく、様々な面でAI、ロ
ボットをはじめとするテクノロジーを徹底的に活用することで、ビジネススタイルの変
革を図り、ビジネス領域のさらなる拡大に努めています。
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　当連結会計年度においては、旺盛な半導体関連の投資に牽引されたエレクトロニクス
向けに加え、一般機械や工作機械向けも拡大し、全般的に需要が好調に推移しました。
そのような中、これまで強化してきたグローバルの事業体制を活かして、これらの需要
を取り込み、売上高に繋げました。これらの結果、連結売上高は2,866億３百万円とな
りました。
利益の概況
　コスト面では需要が好調に推移する中でも、生産性向上に向けたロボット化・自動化
をはじめとする各種改善活動に引き続き取り組みました。売上面、コスト面における取
り組みの結果、営業利益は292億７千９百万円となり、売上高営業利益率は10.2％と
なりました。
　営業外損益では、営業外収益は、持分法による投資利益が９億４千８百万円、受取利
息が４億６千５百万円となったことなどにより、28億３千万円となりました。営業外
費用は、支払利息が３億６千万円、為替差損が２億７千万円となったことなどにより、
８億５千５百万円となりました。
　これらの結果、経常利益は312億５千４百万円となりました。
　加えて、2017年10月23日に公表しました当社連結子会社のＴＨＫリズム株式会社
の全株式をTRAホールディングス株式会社へ譲渡したことにより、税務上、子会社株式
評価損の認容及び関係会社株式売却益の連結調整を行い、法人税、住民税及び事業税△
3,100百万円を計上したことなどにより、親会社株主に帰属する当期純利益は257億２
千９百万円となりました。
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1,060 202

第46期 第47期 第48期

売上高 （億円） （億円）

第46期 第47期 第48期

営業損益

1,188
197

1,218
188

1,060億円

671 27
494 20

628
23

第46期 第47期 第48期

売上高

第46期 第47期 第48期

営業損益（億円） （億円）

671億円

セグメントの概況
　

日本

　日本では、世界経済の回復を受けて輸出や設備投資が好調に推移し、全体的に持ち直しの動き
が見られる中、経済は緩やかに回復しました。そのような中、エレクトロニクス向けに加え、一
般機械や工作機械向けの需要も拡大し、全般的に需要が好調に推移したことなどにより、売上高
は1,060億７千２百万円、セグメント利益（営業利益）は202億４千８百万円となりました。
　

米州

　米州では、堅調な個人消費や設備投資を背景に経済の回復が続く中、当社においては製販一体
となって既存顧客の深耕を図るとともに、自動車をはじめ医療機器や航空機、エネルギー関連な
ど新規分野の開拓に努めました。そのような中、エレクトロニクスや工作機械向けなどにおいて
需要が好調に推移したことなどにより、売上高は671億３千万円、セグメント利益（営業利益）
は27億３千８百万円となりました。
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572

6312 6
487

6

第46期 第47期 第48期

売上高

第46期 第47期 第48期

営業損益（億円） （億円）

572億円

31
400

7281

△13

280

第46期 第47期 第48期

売上高

第46期 第47期 第48期

営業損益（億円） （億円）

400億円

欧州

　欧州では、個人消費を中心に経済に緩やかな回復が続く中、当社においては製販一体となって
既存顧客の深耕を図るとともに、自動車をはじめ医療機器や航空機、ロボットなどの新規分野の
開拓に努めました。そのような中、一般機械や工作機械向けなどにおいて需要が好調に推移した
ことなどにより、売上高は572億４千７百万円、セグメント利益（営業利益）は６億２千７百万
円となりました。
　

中国

　中国では、スマートフォンや自動車に係る投資に伴う需要の拡大に加え、賃金の上昇や人手不
足などを背景にFAが進展し、当社製品への需要の裾野が着実に広がりました。そのような中、
これまで積極的に強化してきた販売・生産体制を活かし、これらの需要を取り込み、売上高に繋
げたことなどにより、売上高は400億２千４百万円、セグメント利益（営業利益）は31億２千
６百万円となりました。
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161 21
127

12
120

13

第46期 第47期 第48期

売上高 （億円）

第46期 第47期 第48期

営業損益 （億円）

161億円

その他

　その他では、ASEANなどにおいて販売網の拡充を進める中、既存顧客の深耕を図るとともに
新規顧客を開拓すべく積極的な営業活動を展開しました。これらに加え、一部地域で中国におけ
る需要の拡大の影響を受けたことなどにより、売上高は161億２千８百万円、セグメント利益
（営業利益）は21億７千１百万円となりました。
　

研究開発の概況
　当社グループは、2017年10月に移転した新本社およびテクノセンター(東京都)を研
究開発拠点として、基幹のLMシステムをはじめ、精密XYステージやリニアモータアク
チュエータなどのメカトロ機器、さらに自動車、免震・制震装置、医療機器、航空機、
再生可能エネルギー、ロボットなどの消費財に近い分野において、LMシステムのコア
技術とノウハウを活かした製品開発に努めています。
　海外では、2010年に中国に海外初の研究開発拠点となるR&Dセンターを設置し、
2012年に本格稼動を開始しました。さらに、2015年から新たに連結子会社となった
THK RHYTHM AUTOMOTIVEのドイツの研究開発部門を加え、世界各地のお客様の
ニーズにより的確にお応えできるよう、米州、欧州、アジアを視野に入れた最適地開発
体制の構築を進めております。
　産業機器事業では、「SRG形」のブロック高さを低く抑えたローラーリテーナ入りロ
ーラーガイド「SRN形」の超ロングブロックタイプを市場投入しました。これにより、
さらなる高負荷対応が求められる工作機械への浸透を進めてまいります。ボールねじで
は、ボールリテーナ入り高負荷ボールねじ「HBN-V形」を開発しました。循環構造を
さらに進化させDN値16万を実現し、電動化が進む射出成形機やプレス機の市場を開拓
してまいります。また、ボールねじ用オプションとして接触式で防塵性・グリース密封
性に優れる「キャンパスシールCC形」、接触式でありながら低発熱の「薄膜シールTT
形」を開発しました。ボールねじスプラインでは、ナット外径をコンパクトにすること
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で低慣性を実現した「BNS-V形」を開発しました。アクチュエータでは、「KSF形」に
ボールねじが小リードのタイプをラインナップに追加し、プレスシリーズには大型の
「PC100/120形」をラインナップに追加するとともに、PC形の駆動部「DSP形」の単
体販売を開始しました。加えて、機械装置における電動化ニーズの高まりに対応するた
め、グリッパタイプのエコノミーシリーズ「EG形」を市場投入しました。ロボット分
野では、お客様のトータルコスト削減に貢献すべく次世代ロボット向け要素部品群
「SEED Solutions」の拡充を図るとともに、それらを組み合わせたプラットフォームロ
ボット「SEED Noid」の市場投入を行いました。さらに、本年度は、サービスロボッ
ト産業の立ち上げに貢献するため、RoboCup2017、WRS（Word Robot Summit）
などのロボット関連イベントのスポンサーとして活動を行いました。
　輸送機器事業では、自動車の軽量化ニーズと拡販に向け、新工法を採用したアルミ製
品の市場投入を開始し、北米では、熱間アルミ鍛造技術も内製化しました。工法開発で
は、冷間および熱間鍛造技術、更に、精密プレス技術を軸に、競合他社との差別化を図
ってまいります。
　また、L&S（リンケージ アンド サスペンション）事業だけでなく、電動化や自動
運転技術のニーズに対応した、輸送機器向け直動関連製品を開発し、生産を開始しまし
た。
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営業・生産体制の概況
　当社グループは、日本、米州、欧州、アジアの４極において、現地で生産して販売す
るという「需要地における製販一体体制の構築」を進めるとともに、機械装置メーカー
のお客様に加え、実際に機械を使用される幅広いお客様への販売を拡大すべく、様々な
取り組みを進めております。
　営業面では、2017年より日本のお客様を対象に展開しているLMガイドアクチュエー
タのセミオーダー品の販売を拡大するとともに、Web専用サービス「最適品自動選定
ツール」により形番選定や寿命計算などの機能を簡単に使用できるサービスを提供しま
した。海外市場では、ASEAN地域を中心に展開しているECサイト「Omni THK」の対
応エリアをさらに拡大し、お客様が対面・非対面を問わず、いつでもどこでも簡単に製
品を選定し、注文ができるような仕組みを構築するなど、グローバルで効率的な販売体
制の拡充を図りました。
　生産面では、引き続き各地域においてロボット化・自動化を推進するとともに、IoT
を活用したグローバル生産の見える化による生産性の向上に努めました。加えて、中長
期的な需要拡大が見込まれる中国では、THK(常州)精工有限公司の生産能力を増強する
とともに、山形工場・THK MANUFACTURING OF VIETNAM CO.,LTD.でも増産投
資を開始するなど、生産体制のさらなる強化を図りました。

　
期末配当
　当社は、安定的な配当の継続を基本とするとともに、内部留保を充実させて財務体質
の強化を図りつつ、業績に応じた積極的な利益配分も重要であると考えております。内
部留保金につきましては、今後の研究開発活動やグローバル化に対応するための生産設
備や情報システムの投資に有効活用し、株主の皆様のご期待にお応えする所存でありま
す。そのような基本方針のもと、当社を取り巻く経営環境等を総合的に勘案し、当期の
期末配当については１株当たり26円とさせていただきたく存じます。これにより、中
間配当金36円を含めました年間配当金は１株につき金62円となります。
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② 設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は、17,009百万円であり、その主なものは生
産設備の増強、品質向上等を図るための建物および加工設備等への投資で、各拠点におけ
る主な投資額はそれぞれ次のとおりであります。

国 内 拠 点

THK株式会社
山口工場 1,710百万円
山形工場 1,281百万円
THKリズム株式会社 682百万円

海 外 拠 点

THK RHYTHM AUTOMOTIVE CANADA LIMITED 1,578百万円
THK RHYTHM AUTOMOTIVE CZECH a.s. 1,478百万円
THK RHYTHM AUTOMOTIVE GmbH 1,338百万円
THK（遼寧）精密工業有限公司 883百万円
大連THK瓦軸工業有限公司 783百万円

　
③ 資金調達の状況
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と総額15,000百万円
の特定融資枠契約を締結しております。
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（2）財産および損益の状況の推移
連結業績推移グラフ
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① 企業集団の財産および損益の状況（連結）

区 分 第 45 期
（2015年３月期）

第 46 期
（2016年３月期）

第 47 期
（2017年３月期）

第 48 期
（2017年12月期）
（当連結会計年度）

売 上 高 （百万円） 217,678 240,478 273,577 286,603
営 業 利 益 （百万円） 28,388 23,169 24,653 29,279
経 常 利 益 （百万円） 34,031 19,140 23,398 31,254
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 22,705 13,575 16,731 25,729
総 資 産 （百万円） 373,610 407,808 414,931 436,664
純 資 産 （百万円） 250,498 250,540 251,540 281,754
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益（円） 179.36 107.24 132.18 203.28
１ 株 当 た り 純 資 産（円） 1,957.48 1,953.97 1,966.80 2,140.71
自 己 資 本 利 益 率（ROE）（％） 9.7 5.5 6.7 9.9
自 己 資 本 比 率（％） 66.3 60.7 60.0 62.0
（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均の発行済株式総数により、１株当たり純資産は、期末現在の発行

済株式総数により算出しております。なお、１株当たり当期純利益および１株当たり純資産の算出に
際して、期中平均の発行済株式総数および期末現在の発行済株式総数から自己株式を控除しておりま
す。

２．第48期（当連結会計年度）につきましては、事業年度の変更に伴い、2017年４月１日から2017年
12月31日までの９ヵ月間となっております。

② 当社の財産および損益の状況（個別）

区 分 第 45 期
（2015年３月期）

第 46 期
（2016年３月期）

第 47 期
（2017年３月期）

第 48 期
（2017年12月期）
（当事業年度）

売 上 高 （百万円） 132,786 126,127 133,189 123,403
営 業 利 益 （百万円） 21,899 17,925 15,998 18,656
経 常 利 益 （百万円） 27,378 16,068 16,241 20,756
当 期 純 利 益 （百万円） 17,585 11,855 12,165 28,215
（注） 第48期（当事業年度）につきましては、事業年度の変更に伴い、2017年４月１日から2017年12月31

日までの９ヵ月間となっております。
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（3）主要な事業内容（2017年12月31日現在）
　当社グループは、LMガイドやボールねじなどの機械要素部品と、リンクボールやサスペ
ンションボールジョイントなどの輸送用機器要素部品を製造販売しております。主要ユーザ
ーは工作機械や一般機械、半導体製造装置をはじめとする産業用機械メーカーと、自動車や
二輪車をはじめとする輸送用機器メーカーであります。さらに、「需要地生産こそが最適地
生産」であるとの考えのもと、日本・米州・欧州・アジアの世界4極において「需要地にお
ける製販一体体制」の構築に努めております。
　主力製品であるLMガイドは、機械装置などの直線運動部分を「ころがり」化することに
より、「すべり」運動に比べて軽く、正確に動かすことができます。このような特性から、
機械装置の高速化や高精度化、省エネルギー化を実現し、産業界の発展に寄与するととも
に、地球環境保護にも貢献しております。

（4）対処すべき課題
　現状では、当社グループの業績は、変動性のある産業界の設備投資動向の影響を受けてお
ります。その事業リスクを緩和し中長期的な成長へと繋げるべく、「グローバル展開」と
「新規分野への展開」に「ビジネススタイルの変革」を加えた三つの戦略軸によりビジネス
領域を拡大させてまいりました。
　グローバル展開では、日本国内における当社グループのLMガイドをはじめとする直動シ
ステムの認知度は高く、市場シェアも高水準で推移する一方、海外では普及率が日本国内に
比べて低いことから、まだ多くの潜在需要が存在すると考えております。とりわけ中国をは
じめとする新興国においては先進国と比べて高い経済成長が続き、今後さらなるFAの進展
が見込まれる中、中長期的に当社製品の需要が大幅に増加すると考えております。
　新規分野への展開では、LMガイドを中心とする製品群の現在の主な顧客は資本財メーカ
ーですが、自動車や免震・制震装置、医療機器、航空機、ロボット、再生可能エネルギーな
ど消費財に近い分野においても膨大な需要が存在すると考えております。
　これらの需要を取り込むべく、グローバル展開と新規分野への展開を推進する中、あらゆ
る面でAI、ロボットをはじめとするテクノロジーを徹底活用し、ビジネススタイルを変革さ
せることで、ビジネス領域のさらなる拡大を図っております。
　今後もこれらの取り組みとともに、収益性の向上や財務体質の強化を強力に推進し、企業
価値の増大を図ってまいります。
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（5）重要な子会社の状況
① 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

THKインテックス株式会社 100百万円 100 ％ 機械要素装置および同部品の
製造

トークシステム株式会社 400百万円 99.00 機械要素部品等の販売

TRAホールディングス株式会社 100百万円 70.00 輸送用機器関連事業の持株統
括会社

THKリズム株式会社 490百万円 70.00
（70.00）

輸送用機器関連部品の製造・
販売

THK Holdings of
America, L.L.C. 120,000千米ドル 100 北米における持株統括会社

THK America, Inc. 20,100千米ドル 100
（100） 北米における当社製品の販売

THK Manufacturing
of America, Inc. 75,000千米ドル 100

（100）
北米における機械要素部品・
輸送用機器関連部品の製造

THK RHYTHM NORTH
AMERICA CO., LTD. 66千米ドル 70.00

（70.00）
北米における輸送用機器関連
部品の製造・販売

THK RHYTHM AUTOMOTIVE
MICHIGAN CORPORATION 70,000千米ドル 100 北米における輸送用機器関連

部品の製造・販売
THK RHYTHM AUTOMOTIVE
CANADA LIMITED 50,000千カナダドル 100 北米における輸送用機器関連

部品の製造・販売
THK Europe B.V. 90,000千ユーロ 100 欧州における持株統括会社

THK GmbH 1,000千ユーロ 100
（100） 欧州における当社製品の販売

THK Manufacturing
of Europe S.A.S. 72,040千ユーロ 100

（100）
欧州における機械要素部品の
製造

THK RHYTHM
AUTOMOTIVE GmbH 1,000千ユーロ 100 欧州における輸送用機器関連

部品の製造・販売
THK RHYTHM
AUTOMOTIVE CZECH a.s.

335,479千
チェコ・コルナ 100 欧州における輸送用機器関連

部品の製造・販売
THK CAPITAL
UNLIMITED COMPANY 250,000千米ドル 100 米州の関係会社に対する融資

および資金管理業務
THK FINANCE
UNLIMITED COMPANY 50,000千ユーロ 100 欧州の関係会社に対する融資

および資金管理業務
THK（中国）投資有限公司 2,168,045千人民元 100 中国における持株統括会社・

機械要素部品の販売
大連THK瓦軸工業有限公司 420,997千人民元 70.00

（25.00）
中国における機械要素部品の
製造・販売

THK（無錫）精密工業有限公司 806,494千人民元 100
（100）

中国における機械要素部品の
製造
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
THK（遼寧）精密工業有限公司 848,827千人民元 100

（100）
中国における機械要素部品の
製造

蒂業技凱力知茂（広州）汽車配
件有限公司 91,498千人民元 70.00

（70.00）
中国における輸送用機器関連
部品の製造・販売

蒂業技凱力知茂（常州）汽車配
件有限公司 135,391千人民元 78.57

（50.00）
中国における輸送用機器関連
部品の製造・販売

THK RHYTHM（THAILAND）
CO., LTD. 350,000千バーツ 70.00

（70.00）
その他アジアにおける輸送用
機器関連部品の製造・販売

（注） 議決権比率のカッコ書き（内書き）は間接所有持分となっております。

② 重要な関連会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

三 益 T H K 株 式 会 社 10,500百万ウォン 33.82％ 韓国における機械要素部品の
製造・販売

　
③ 企業結合の経過
イ. 2017年10月５日に輸送用機器関連事業を統括するTRAホールディングス株式会社を
設立しております。

ロ. THK CAPITAL UNLIMITED COMPANYは2017年８月に増資を行い、資本金は
250,000千米ドルとなりました。

ハ. THK（中国）投資有限公司は2017年６月に増資を行い、資本金は2,168,045千人民
元となりました。

二. 2017年11月14日に当社はTHKリズム株式会社の全株式をTRAホールディングス株
式会社へ譲渡しております。
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（6）主要な営業所および工場等（2017年12月31日現在）
本 社 東京都港区芝浦二丁目12番10号

生 産 拠 点
（ 国 内 工 場 ）

甲府工場（山梨県中央市）、岐阜工場（岐阜県不破郡）
三重工場（三重県松阪市）、山口工場（山口県山陽小野田市）
山形工場（山形県東根市）
THKインテックス株式会社（静岡県駿東郡、宮城県黒川郡）
THK新潟株式会社（新潟県阿賀野市）
THKリズム株式会社（静岡県浜松市、大分県中津市）

生 産 拠 点
（ 海 外 工 場 ）

THK Manufacturing of America, Inc.（アメリカ）
THK RHYTHM NORTH AMERICA CO., LTD.（アメリカ）
THK RHYTHM AUTOMOTIVE MICHIGAN CORPORATION（アメリカ）
THK RHYTHM AUTOMOTIVE CANADA LIMITED（カナダ）
THK RHYTHM MEXICANA,S.A. DE C.V. (メキシコ）
THK Manufacturing of Ireland Ltd.（アイルランド）
THK Manufacturing of Europe S.A.S.（フランス）
THK RHYTHM AUTOMOTIVE GmbH（ドイツ）
THK RHYTHM AUTOMOTIVE CZECH a.s.（チェコ）
大連THK瓦軸工業有限公司（中国）
THK（無錫）精密工業有限公司（中国）
THK（遼寧）精密工業有限公司（中国）
蒂業技凱力知茂（広州）汽車配件有限公司（中国）
蒂業技凱力知茂（常州）汽車配件有限公司（中国）
THK RHYTHM（THAILAND）CO., LTD.（タイ）
THK MANUFACTURING OF VIETNAM CO., LTD. (ベトナム）

営 業 拠 点
（ 国 内 ）

当社 全国29拠点
トークシステム株式会社 全国20拠点

営 業 拠 点
（ 海 外 ）

THK America, Inc.（アメリカ）
THK GmbH（ドイツ）
THK（中国）投資有限公司（中国）
THK TAIWAN CO., LTD.（台湾）
THK LM SYSTEM Pte. Ltd.（シンガポール）

研 究 拠 点
（ 国 内 ）

本社（東京都港区）
テクノセンター（東京都大田区）

研 究 拠 点
（ 海 外 ）

THK（中国）投資有限公司 R&Dセンター（中国）
THK RHYTHM AUTOMOTIVE GmbH（ドイツ）
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（7）従業員の状況（2017年12月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況
事 業 セ グ メ ン ト 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

日 本 5,125名 265名増
米 州 2,067名 161名増
欧 州 2,155名 375名増
中 国 3,367名 835名増
そ の 他 650名 10名減
合 計 13,364名 1,626名増

（注） 従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グルー
プへの出向者を含む。）であります。

② 当社の従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

3,581名 152名増 40.1歳 17.5年
（注） 従業員数は、就業人員数（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）でありま

す。

（8）主要な借入先の状況（2017年12月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 15,599百万円
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 7,899
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,766
三 菱 U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,600
み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 500
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 400
株 式 会 社 山 口 銀 行 350
株 式 会 社 り そ な 銀 行 300
株 式 会 社 山 梨 中 央 銀 行 250
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２．会社の現況
（1）株式の状況（2017年12月31日現在）
① 発行可能株式総数 465,877,700株
② 発行済株式の総数（自己株式7,284,268株を含む） 133,856,903株
③ 株主数 17,994名
④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 11,003千株 8.69％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,025 6.34
ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８５６３２ 4,347 3.43
寺 町 彰 博 3,497 2.76
エ フ テ イ シ ー 株 式 会 社 2,774 2.19
Ｇ Ｏ Ｖ Ｅ Ｒ Ｎ Ｍ Ｅ Ｎ Ｔ Ｏ Ｆ Ｎ Ｏ Ｒ Ｗ Ａ Ｙ 2,709 2.14
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 2,377 1.87
ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ．（ＡＶＦＣ） ＲＥ ＳＳＤ００ 2,343 1.85
ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ ＢＡＮＫ ＧＴＳ ＣＬＩＥＮＴＳ ＡＣＣＯＵＮＴ ＥＳＣＲＯＷ 2,098 1.65
ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＷＥＳＴ ＣＬＩＥＮＴ － ＴＲＥＡＴＹ ５０５２３４ 2,008 1.58

（注）１．当社は自己株式を7,284,268株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（2）会社役員の状況
① 取締役の状況（2017年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 寺 町 彰 博 ＣＥＯ
一般社団法人日本工作機器工業会 会長

取締役副社長 寺 町 俊 博 ＣＩＯ
取締役副社長 今 野 宏 ＣＦＯ

取 締 役 槇 信 之 専務執行役員
輸送機器統括本部長
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会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 寺 町 崇 史
専務執行役員
産業機器統括本部長
THKインテックス株式会社代表取締役社長

取 締 役 下 牧 純 二
常務執行役員
産業機器統括本部副本部長
産業機器統括本部営業本部長

取 締 役 坂 井 淳 一 品質保証、リスク管理、生産技術管掌

取 締 役 甲斐莊 正 晃 株式会社ＫＡＩＮＯＳＨＯ代表取締役
大妻女子大学短期大学部教授

取 締 役
（監 査 等 委 員） 日 置 政 克

株式会社すき家本部社外取締役
株式会社瑞光社外取締役
立命館大学大学院客員教授

取 締 役
（監 査 等 委 員） 大 村 富 俊 公認会計士

大村公認会計士事務所所長

取 締 役
（監 査 等 委 員） 上 田 良 樹

新東工業株式会社社外取締役
株式会社牧野フライス製作所顧問
国立大学法人静岡大学客員教授

（注）１．取締役甲斐莊正晃氏ならびに取締役（監査等委員）日置政克氏、同大村富俊氏および同上田良樹氏
は、社外取締役であります。

２．当社は、取締役甲斐莊正晃氏ならびに取締役（監査等委員）日置政克氏、同大村富俊氏および同上田
良樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。

３．取締役（監査等委員）大村富俊氏は、公認会計士であり、財務および会計に関する相当程度の知見を
有しております。

４．当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等委員会事務局を設置し、専属の使用人を
配置しております。監査等委員および監査等委員会事務局は重要な会議への出席などを通じて情報を
収集し、共有するとともに、内部統制システムを担う内部統制各部門との連携を緊密にし、各部門が
掌握している情報へのアクセスを円滑ならしめるための措置を講ずるなどして、内部統制システムを
活用した組織的監査を実施することにより監査の実効性を確保していることから、常勤の監査等委員
を選定しておりません。
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＜ご参考＞
　当社は執行役員制度を導入しております。取締役兼務者を除く執行役員は、以下のとお
りであります。

（2017年12月31日現在）
会社における地位 氏 名 担 当
常務執行役員 大久保 孝 THK（中国）投資有限公司副董事長

常務執行役員 杉 田 正 樹 THK Holdings of America, L.L.C.代表取締役社長
THK America, Inc.代表取締役社長

常務執行役員 林 田 哲 也 社長付特命担当

常務執行役員 澤 田 雅 人 輸送機器統括本部副本部長
THKリズム株式会社取締役副会長

常務執行役員 星 野 京 延 産業機器統括本部ＩＭＴ事業部長
THKインテックス株式会社取締役副会長

常務執行役員 神 戸 昭 彦 産業機器統括本部生産本部長
常務執行役員 星 出 薫 産業機器統括本部技術本部長
執 行 役 員 木 下 直 樹 THK（中国）投資有限公司総経理

執 行 役 員 松 田 稔 貴

THK Europe B.V.代表取締役社長
THK GmbH代表取締役社長
THK France S.A.S.代表取締役社長
THK Manufacturing of Europe S.A.S.代表取締役社長
THK Manufacturing of Ireland Ltd.代表取締役社長

執 行 役 員 山 田 幸 男 産業機器統括本部営業本部副本部長
産業機器統括本部営業本部海外営業統括部長

執 行 役 員 中 西 雄 大
産業機器統括本部生産本部副本部長
産業機器統括本部生産本部生産技術統括部長
産業機器統括本部生産本部グローバル調達統括部長

執 行 役 員 星 野 恭 敏 経営戦略統括本部副本部長
執 行 役 員 桑 原 淳 一 産業機器統括本部ＡＣＥ事業部長
執 行 役 員 中 根 建 治 経営戦略統括本部財務経理統括部長
執 行 役 員 降 幡 明 THKリズム株式会社代表取締役社長
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② 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各社外取締役は1,000万円または会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。なお、上記の責
任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行について善意
でかつ重大な過失がなかったときに限られます。

　
③ 取締役の報酬等

区 分 員 数 報酬等の額
取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

８名
（１）

420百万円
（９）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

３
（３）

38
（38）

合 計
（うち社外役員）

11
（４）

458
（48）

（注）１．株主総会決議による取締役（監査等委員を除く）報酬限度額は月額100百万円以内であり、かつ使用
人兼務取締役の使用人分給与は含みません。（2016年６月定時株主総会決議）

２．株主総会決議による取締役（監査等委員）報酬限度額は月額10百万円以内であります。（2016年６
月定時株主総会決議）

３．当事業年度末現在の取締役（監査等委員を除く）は８名（うち社外取締役は１名）、取締役（監査等
委員）は３名（うち社外取締役は３名）であります。

４．上表の報酬等の額には、当事業年度における業績連動型報酬の支給予定額150 百万円（社外取締役
を除く取締役（監査等委員を除く）150百万円）が含まれております。
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④ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
・取締役甲斐莊正晃氏は、株式会社ＫＡＩＮＯＳＨＯの代表取締役および大妻女子大学
短期大学部の教授であります。当社と株式会社ＫＡＩＮＯＳＨＯおよび大妻女子大学
短期大学部との間には特別の関係はありません。
・取締役（監査等委員）日置政克氏は、株式会社すき家本部の社外取締役、株式会社瑞
光の社外取締役および立命館大学大学院の客員教授であります。当社と、株式会社す
き家本部、株式会社瑞光および立命館大学大学院との間には特別の関係はありませ
ん。
・取締役（監査等委員）大村富俊氏は、大村公認会計士事務所の所長であります。当社
と大村公認会計士事務所との間には特別の関係はありません。
・取締役（監査等委員）上田良樹氏は、新東工業株式会社の社外取締役、株式会社牧野
フライス製作所の顧問および国立大学法人静岡大学の客員教授であります。当社と新
東工業株式会社との間に同社製品の購入等の取引関係がありますが、当連結会計年度
におけるその取引額の割合は当社および同社の売上高の１％未満であります。当社と
株式会社牧野フライス製作所との間に当社製品の販売等の取引関係がありますが、当
連結会計年度におけるその取引額の割合は当社および同社の売上高の１％未満であり
ます。当社と国立大学法人静岡大学との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
地 位 氏 名 取締役会出席状況 監査等委員会出席状況 発言状況

社外取締役 甲斐莊 正晃
100%

（11回/11回）
－

経営学に精通した大学教授および経営コンサル
ティング会社の経営者としての豊富な経験と幅
広い知識、見識に基づき発言を行っております。

社外取締役
(監査等委員) 日置 政克

90%

（10回/11回）

100%

（12回/12回）

グローバル企業かつ製造業における人事･総務を
主とした経営部門での責任者としての豊富な経
験と幅広い知識、見識に基づき発言を行ってお
ります。

社外取締役
(監査等委員) 大村 富俊

100%

（11回/11回）

100%

（12回/12回）

企業会計に精通した公認会計士としての豊富な
経験と幅広い知識、見識に基づき発言を行って
おります。

社外取締役
(監査等委員) 上田 良樹

100%

（11回/11回）

91%

（11回/12回）

グローバル企業における機械関連事業の分野に
従事した豊富な経験と企業経営に関する幅広い
知識、見識に基づき発言を行っております。
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（3）会計監査人の状況
① 名称 太陽有限責任監査法人

　
② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

報酬等の額
１．当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 93百万円
２．当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 94百万円

（注）１．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年
度の監査計画における監査項目別等の実績および報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確
認し、当事業年度の監査計画および報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会
社法第399条第１項および第３項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬の額を区分しておりませんので、１．の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含め
ております。

　
③ 重要な連結子会社の計算関係書類の監査に関する事項
当社の重要な子会社のうち、THK America, Inc.をはじめとする20社は、当社の会計
監査人以外の公認会計士または監査法人の監査を受けています。

　
④ 非監査業務の内容
当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業
務）である「IFRS（国際財務報告基準）に関するアドバイザリー業務」等を委託し、その
対価を支払っています。

　
⑤ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断
した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決
定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等
委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人
を解任した旨およびその理由を報告いたします。
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（4）業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
【内部統制システムの基本方針】
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
　なお、本方針は、監査等委員会設置会社への移行および監査業務の見直しを踏まえ、
2016年６月18日および2017年３月18日開催の取締役会において決議したものでありま
す。
① 当社グループにおける取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保す
るための体制
当社は、当社グループの役職員が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の下にその職
務を遂行するため、「ＴＨＫの基本方針」、「ＴＨＫグループ行動憲章」を制定し、周知す
る。代表取締役社長は繰り返しその精神を当社グループの役職員に伝えることにより、法
令遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。また、「ＴＨＫの基本方針」、
「ＴＨＫグループ行動憲章」を印刷した小冊子「ＴＨＫグループ社員心得」をグループ会
社の全役職員に配布し、法令遵守と企業倫理の浸透を図る。さらに、法令遵守と企業倫理
をあらゆる企業活動の基本とするため、代表取締役社長が委員長を務めるコンプライアン
ス委員会及びその下部組織として、各業務部門の代表をメンバーとするコンプライアンス
部会を設置する。コンプライアンス委員会は、社外の専門家もそのメンバーに加え、全社
横断的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握と改善指示を行う。法令上疑義の
ある行為等について、役職員が、顕名又は匿名で、社内の担当部署及び社外の専門家にも
直接情報提供を行うことができる手段として、「ＴＨＫヘルプライン」を設置、運用する。

　
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
当社は、文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以
下「文書等」という）に記録し、保存する。当社の取締役は、これらの文書等を常時閲覧
することができる。

　
③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ、輸出管理、新型イ
ンフルエンザ等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドライン
の制定、教育・研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的リス
ク状況の監視及び全社的対応はリスク管理室がこれを行うものとする。新たに生じたリス
クについては、取締役会において速やかに対応責任者となる取締役又は執行役員を定め
る。また、当社グループは、大規模な地震が発生したときに事業の継続を図るため、事業
継続計画（ＢＣＰ）を策定し、役職員に周知する。なお、当社の内部監査室は、当社グル
ープ各社のリスク管理体制に関して監査を実施する。
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④ 当社グループにおける取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制
当社の取締役会は、取締役及び使用人が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図る
とともに、この目標に基づく３事業年度を期間とする連結ベースでの中期経営計画を定め
る。なお、当社は、執行役員制度を導入することで当社の取締役会による経営監督機能の
向上を図り、業務執行に関する役割と責任を明確化するとともに、意思決定、業務執行の
迅速化を図り、その目標達成のために各部門の具体的な施策及び権限分配を含めた効率的
な業務遂行体制を決定する。取締役会は、月次及び四半期ごとの進捗状況をレビューし、
必要に応じて改善を促すことで、全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。
また、当社グループは、当社グループ共通の会計システム及びグループファイナンス（キ
ャッシュマネジメントシステム）を導入し、連結決算作業の早期化、資金管理の効率化を
図る。

　
⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社は、当社グループの内部統制に関する担当部署としてリスク管理室を設けるととも
に、当社グループ各社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等
が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。当社取締役及び当社グループ各社の
社長は、各部門の内部統制の確立と運用の権限と責任を有する。また、当社の内部監査室
は、当社グループの内部監査を実施し、その結果を当社取締役会及び当社グループ各社の
社長に報告するとともに、内部統制に関する事項についてはリスク管理室に報告する。リ
スク管理室は、内部監査室からの報告を受けて、必要に応じて当社グループ各社に対し内
部統制の改善策の指導、実施の支援、助言を行う。また、財務報告の信頼性を確保する体
制としては、当社グループを対象とする「財務報告に係る内部統制規程」を設け、整備及
び運用を行う。

　
⑥ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の親会社への報告に関する体制
当社は、定期的に当社グループの取締役及び執行役員等の責任者が出席する「グローバ
ル経営戦略会議」を開催し、当社グループの取締役及び執行役員等の責任者から事業の状
況及び重要な事項について報告を受ける。また、当社は、「関係会社管理規程」を定め、
子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について、子会社に対し当社への定期的
な報告を義務づけている。
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⑦ 監査等委員会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制、並びにその使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性、
及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
当社は、監査等委員会の職務を補助し、その円滑な職務遂行を支援するため監査等委員
会事務局を設置し、専属の使用人を配置する。
当社は、監査等委員会事務局に配置された使用人について、監査等委員会に係る業務の
みを専属で行なわせるものとし、監査等委員でない取締役の指揮命令を受けず、監査等委
員会の指揮命令に従うものとし、また人事異動その他の人事に関する事項の決定は監査等
委員会の同意の下に行うものとして、執行部門からの独立性と監査等委員会専属の使用人
に対する監査等委員会の指示の実効性を確保する。

　
⑧ 当社グループにおける取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等
委員会に報告するための体制
当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人は、監
査等委員会が事業の報告を求めた場合又は業務及び財産の調査を行う場合は、迅速かつ的
確に対応する。
当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人は、法
令等の違反行為等、当社グループに重大な損害を及ぼすおそれのある事実が発見された場
合は、直ちに監査等委員会に対して報告を行う。
内部監査室は、監査等委員会が報告を求めた場合には、当社グループにおける内部監査
の結果その他活動状況の報告を行う。
リスク管理室は、監査等委員会が報告を求めた場合には、当社グループにおけるTHKヘ
ルプラインによる通報内容及びコンプライアンスに関して報告を受けた内容を報告する。
内部監査室及びリスク管理室は、本基本方針が有効に機能するように、本基本方針で定
めた事項の整備・運用状況を、取締役会において定期的に報告を行う。

　
⑨ 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな
いことを確保するための体制
当社は、当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用
人が、監査等委員会へ直接報告等をしたことを理由として不利益な取り扱いを行わないも
のとする。
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⑩ 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他
の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員である取締役がその職務の執行について生ずる費用について、当社
に対し請求をしたときは、当該監査等委員である取締役の職務の執行に必要でないと認め
られた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。また、当社は、監査等委員で
ある取締役の職務の執行について生ずる費用について、毎年、一定額の予算を設ける。
当社は、監査等委員である取締役がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関す
るものに限る。）のために、独自に外部専門家を利用することを求めた場合、当該監査等
委員である取締役の職務の執行に必要でない場合を除き、その費用を負担する。

　
⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社は、監査等委員会が、代表取締役社長、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）、執行役員及び会計監査人と定期的な意見交換を行い、緊密な連携を図ることができ
る体制を整備する。また、当社は、監査等委員会が、子会社の監査役と定期的な会合を開
き、子会社の監査役との緊密な連携を図ることができる体制を整備する。
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【内部統制システムの運用状況】
① 当社グループにおける取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保す
るための体制
当社は、「ＴＨＫの基本方針」「ＴＨＫグループ行動憲章」を制定し、当社グループの役
職員が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の下にその職務を遂行するよう小冊子「Ｔ
ＨＫグループ社員心得」を配布するなどその周知、教育、指導を行っております。また、
当社は、代表取締役社長が委員長を務めるコンプライアンス委員会を当連結会計年度にお
いては、計３回開催し、コンプライアンス体制の整備運用状況を把握し、さらなる向上を
図っております。加えて当社は、国内グループ会社の役職員が利用できるＴＨＫヘルプラ
インを設置し、運用しております。
　
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
当社は、「文書管理規程」「機密管理規程」に従い、「取締役会議事録」等の取締役の職
務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保存しております。
　当社は、適正な情報利用及び管理のため、代表取締役社長が委員長を務める情報セキュ
リティ委員会を当連結会計年度においては、計３回開催し、情報セキュリティ体制の確
立、浸透、定着を図っております。
　
③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、事業上のリスクに対処すべく、規則・ガイドライン、マニュアルを策定してお
ります。当社のリスク管理室は、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応を行ってお
り、災害や事故等の不測の事態が発生した場合には、速やかに情報収集を行い、関係部門
への周知及び指示を出しております。また、当社は、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、
適正な備蓄や定期的な訓練を行っております。
　
④ 当社グループにおける取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制
当社は、当連結会計年度において取締役会を計11回開催し、重要事項の決定及び業務
執行状況の監督等を行っております。また、当社は、迅速かつ効率的に当社グループの業
績を把握するために連結業績管理システムの導入を進めております。さらに、資金管理お
よび資金効率の高度化を図るべく主要通貨毎に資金の集中管理を行う体制を構築し運用し
ております。
　
⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社のリスク管理室は、当社グループの内部統制の整備及び運用を促すとともに、内部
統制に関する情報を収集し、効率的に協議、情報の共有化、指示・要請の伝達を行ってお
ります。また、当社の内部監査室は、当社グループの内部監査にて、業務の執行活動がそ
の目的に適合し、かつ効率的・合法的に実施されているかを監査し、代表取締役社長に報
告しております。また、当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、「財
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務報告に係る内部統制規程」に基づき、整備及び運用を行っております。
⑥ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の親会社への報告に関する体制
当社は、当社グループの取締役及び執行役員が出席するグローバル経営戦略会議及び執
行役員会を当連結会計年度では計９回開催し、当社グループ全体の事業の状況及び重要な
事項について報告を受けております。また、「関係会社管理規程」を定め、グループ会社
の営業成績、財務状況その他の重要な情報を収集しております。
　
⑦ 監査等委員会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制、並びにその使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性、
及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
当社は、監査等委員会の職務を補助し、その円滑な職務遂行を支援するため監査等委員
会事務局を設置し、専属の使用人を配置しております。当社は、監査等委員会事務局に配
置された使用人は、監査等委員会に係る業務のみを専属で行なわせるものとし、その人事
異動その他の人事に関する事項の決定は監査等委員会の同意の下に行うものとしておりま
す。
　
⑧ 当社グループにおける取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等
委員会に報告するための体制
当社は、国内グループ会社の役職員が利用できるＴＨＫヘルプラインについて監査等委
員会に報告できることを「ＴＨＫグループヘルプライン規程」にて定めており、ＴＨＫヘ
ルプラインを通じて受けつけた内部通報の内容を、代表取締役社長のほか当社の監査等委
員である取締役も出席しているコンプライアンス委員会に報告しております。
加えて、当社は、監査等委員会が報告を求めた場合には、内部監査の結果その他の活動
状況およびＴＨＫヘルプラインによる通報内容およびコンプライアンスに関して報告を受
けた内容を報告することとしております。
また、当社は、内部統制基本方針で定めた事項の整備・運用状況を、取締役会において
定期的に報告しております。

⑨ 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな
いことを確保するための体制
当社は、当社の役職員が内部通報を行ったことを理由として不利益な取り扱いを行わな
いことを「ＴＨＫグループヘルプライン規程」にて定めております。
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⑩ 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他
の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用について予算を設
け、監査等委員である取締役が当社に対し請求をしたときは、速やかに当該費用又は債務
を処理しております。当社は、監査等委員である取締役がその職務の執行（監査等委員会
の職務の執行に関するものに限る。）のために、独自に外部専門家を利用することを求め
た場合、当該監査等委員である取締役の職務の執行に必要でない場合を除き、その費用を
負担することとしております。
　
⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社は、監査等委員会が代表取締役社長及び主要な取締役（監査等委員である取締役を
除く。）、執行役員との間の意見交換会を実施するとともに、当連結会計年度においては、
監査等委員会、会計監査人および内部監査室に加え、社外取締役（監査等委員である取締
役を除く。）が出席する三様監査連絡会を計３回開催しております。加えて、監査等委員
会と当社子会社の監査役との緊密な連携を図るため、当社グループ監査役会を計３回開催
し、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制を整備しておりま
す。
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監査等委員会事務局
代表取締役社長CEO

リスク管理室 内部監査室

グローバル経営戦略会議

その他各事業部門・関連会社
執行役員会

各事業部門(執行役員)
関連会社(執行役員)

グループ監査役会

＜ご参考＞
コーポレートガバナンス体制の概要
　
　当社グループは経営理念に基づき、企業価値の最大化の観点からコーポレートガバナンスの充
実に取り組むことで、当社グループの中長期的な企業価値の向上を目指しております。
当社のコーポレートガバナンス体制の概要は以下の通りです。
監査等委員会設置会社へ移行

・ 監査、監督を担う監査等委員会の構成員である取締役（社外取締役３名）が取締役会におい
て議決権を行使

・ 監査等委員会は内部統制システムを利用して取締役および執行役員等の職務執行の状況につ
いて監査、監督を実施
指名諮問委員会および報酬諮問委員会の設置

・ 取締役会の諮問機関として、各委員会にて取締役の候補者案や報酬案について検討、審議
し、その内容を取締役会で審議、決議
執行役員制度を導入

・ 業務執行に関する役割と責任を明確化するとともに業務執行の迅速化を図る
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（5）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
　当社は、当会社の反社会的勢力排除に向けた体制を以下のとおり整備しております。
イ．当社は、「ＴＨＫの基本方針」において「反社会的勢力とは断固とした姿勢で対応」
することを宣言しております。

ロ．当社は、公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会（以下、特防連）に加盟
し、特防連等の主催する月例会等で情報を収集するとともに、経営戦略統括本部で情
報の一元管理を行っております。

ハ．当社は、反社会的勢力から不当要求があった場合には、経営戦略統括本部およびリス
ク管理室が対応することとしております。その際、所轄の警察署等と連携をとりなが
ら、特防連の講習等に参加した経営戦略統括本部およびリスク管理室の職員が対応
し、必要に応じて顧問弁護士を通じて法的手段に訴える等して断固とした姿勢で対応
することとしております。

ニ．当社は、反社会的勢力と関係のある企業との取引を排除するため、当社の取引先に対
し、反社会的勢力との取引等排除に関する覚書を締結するように努めております。

　
（6）会社の支配に関する基本方針
　当社は、「世にない新しいものを提案し、世に新しい風を吹き込み、豊かな社会作りに貢
献する」との経営理念のもと、「１．価値創造と社会貢献、２．顧客志向、３．法令等の遵
守」の３つの方針から成る「ＴＨＫの基本方針」を制定し、社内全ての規程、行動規範に優
先する根本規範と位置づけております。
　この方針のもと、当社は、社会から供給される様々な経営資源を活用し、社会に貢献でき
る価値を創造すべく、事業を営んでおります。すなわち、当社は、創造開発型企業として独
創的な製品開発や独自の生産技術等をもとに企業価値の増大を目指す一方で、公正かつ安全
に事業を遂行し、お取引先や株主様、地域社会とのより良い関係づくりに努め、また、環境
保全や適時・適正かつ公平な情報開示等、社会の一員としての責任を果たすことを使命と考
えております。当社は、こうした使命を果たしてこそ、真に企業価値の向上・株主共同の利
益を実現しうるものと確信しております。
　また、当社はお客様志向で常に考え、誠実な心で接し、最高の製品とサービスを提供し、
お客様の信頼を得ることを目指しております。そうすることによって、株主様をはじめとす
るその他の全てのステークホルダー（利害関係者）から信頼を得ることになり、その結果と
して、適正な利益を上げることができると考えているからであります。当社は、このように
して利益を得てはじめて企業として存続することができ、その利益の中から新しい投資を行
ったり、新しい製品やサービスを創造することによって、さらにお客様からの信頼を得るこ
とができるものと考えております。
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　当社はこれまで、こうした考えに基づいて、独創的な技術とお客様志向の製品及びサービ
スを提供することにより、お客様はもとより、株主様をはじめとする各種のステークホルダ
ーから信頼を頂戴してまいりました。
　従いまして、当社は、今後も、こうした考えに基づいて、これまで以上に独創性に磨きを
かけ、より高品質なお客様志向の製品及びサービスを提供することによってのみ、企業価値
の向上と今後のさらなる成長という株主共同の利益を実現しうるものと確信いたしておりま
す。
　こうした観点に立ちますと、保有株数の多寡にかかわらず、以上に述べましたような当社
における企業価値の向上と成長を支えてきました基本的な考え方に賛同いただけるような株
主様がますます増えることこそ、当社のさらなる企業価値の向上と成長の原動力となります
ので、今後とも株主様には、こうした考え方をご理解いただき、ご支援を賜るよう努力して
いく所存でございます。
　なお、万一、こうした基本的な考え方を否定し、当社の企業価値の向上を顧みることな
く、他の多くの株主様の犠牲の上に自らの利益を図る意図の下に当社株式の大量取得行為が
なされた場合の具体的な対応等につきましては、今後とも慎重に検討をすすめ、然るべき成
案を得ました際には、株主の皆様にお諮りいたしたく存じます。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2017年12月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 270,975 流 動 負 債 93,196
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

129,920
71,543
15,514
14,357
10,104
19,340
2,337

3
2,696
5,374
△218

165,689
115,934
31,252
56,513
13,955
10,452
3,759
32,395
11,449
20,945
17,359
11,377
2,295
754
938
2,068
△75

支 払 手 形 及 び 買 掛 金
電 子 記 録 債 務
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債
1 年 内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
製 品 保 証 引 当 金
退 職 給 付 に 係 る 負 債
そ の 他

22,330
23,923
20,000
2,185
126
1,673
2,971
19,986
61,713
20,000
27,480
114
5,134
108
118
7,389
1,368

負 債 合 計 154,910
純 資 産 の 部

株 主 資 本 255,675
資 本 金 34,606
資 本 剰 余 金 40,440
利 益 剰 余 金 194,626
自 己 株 式 △13,998
その他の包括利益累計額 15,272
その他有価証券評価差額金 2,847
為 替 換 算 調 整 勘 定 13,459
退職給付に係る調整累計額 △1,033
非 支 配 株 主 持 分 10,806
純 資 産 合 計 281,754

資 産 合 計 436,664 負 債 及 び 純 資 産 合 計 436,664
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連 結 損 益 計 算 書

（自 2017
至 2017

年
年
４
12
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 286,603
売 上 原 価 214,490
売 上 総 利 益 72,112
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 42,833
営 業 利 益 29,279
営 業 外 収 益
受 取 利 息 465
受 取 配 当 金 85
受 取 賃 貸 料 317
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 948
雑 収 入 1,014 2,830

営 業 外 費 用
支 払 利 息 360
為 替 差 損 270
雑 損 失 224 855

経 常 利 益 31,254
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 20 20

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 売 却 損 143
減 損 損 失 54
本 社 移 転 費 用 41 240

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 31,034
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,091
法 人 税 等 調 整 額 △195 4,895

当 期 純 利 益 26,139
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 409

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 25,729
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連結株主資本等変動計算書

（自 2017
至 2017

年
年
４
12
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自己株式 株主資本

合 計
そ の 他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 34,606 44,584 176,617△ 13,991 241,817 1,585 6,793 △1,256 7,122 2,600 251,540

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 　 　 △7,721 　 △7,721 　 　 　 　 　 △7,721

親会社株主に帰属
する当期純利益 　 　 25,729 　 25,729 　 　 　 　 　 25,729

自己株式の取得 　 　 　 △6 △6 　 　 　 　 　 △6
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 　 △4,143 　 　 △4,143 　 　 　 　 　 △4,143

株主資本以外の項
目の当連結会計年度
変動額 (純額 )

　 　 　 　 　 1,261 6,666 222 8,149 8,206 16,355

当連結会計年度
変 動 額 合 計 － △4,143 18,008 △6 13,857 1,261 6,666 222 8,149 8,206 30,213

当連結会計年度末残高 34,606 40,440 194,626 △13,998 255,675 2,847 13,459 △1,033 15,272 10,806 281,754
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貸 借 対 照 表
（2017年12月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

134,694
54,052
11,069
14,773
28,889
6,177
4,321
5,882
639
969
5,139
1,986
797
△4

210,350
38,558
9,128
249

18,678
28
967
6,889
136
2,479
1,411
1,159
251

170,381
5,964

110,100
51,228
1,105
834
1,184
△36

流 動 負 債
買 掛 金
電 子 記 録 債 務
短 期 借 入 金
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債
1年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

66,922
8,315
17,300
5,237
20,000
2,185
94

6,900
3,401
412
71
986
2,000
16

50,594
20,000
27,480

69
1,836
434
773

負 債 合 計 117,516
純 資 産 の 部

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
特 別 償 却 準 備 金
土 地 圧 縮 積 立 金
配 当 積 立 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

224,741
34,606
47,471
47,471

0
156,656
1,958

154,697
12
15

3,000
125,000
26,669

△13,992
2,787
2,787

純 資 産 合 計 227,529
資 産 合 計 345,045 負 債 及 び 純 資 産 合 計 345,045
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損 益 計 算 書

（自 2017
至 2017

年
年
４
12
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 123,403
売 上 原 価 84,520
売 上 総 利 益 38,883
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 20,226
営 業 利 益 18,656
営 業 外 収 益
受 取 利 息 187
受 取 配 当 金 826
為 替 差 益 251
受 取 賃 貸 料 407
受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 539
雑 収 入 375 2,588

営 業 外 費 用
支 払 利 息 49
社 債 利 息 219
雑 損 失 219 488

経 常 利 益 20,756
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1
関 係 会 社 株 式 売 却 益 9,899 9,901

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 売 却 損 52
本 社 移 転 費 用 41 94

税 引 前 当 期 純 利 益 30,563
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,271
法 人 税 等 調 整 額 75 2,347

当 期 純 利 益 28,215
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株主資本等変動計算書

（自 2017
至 2017

年
年
４
12
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰余金
合 計

特 別
償 却
準備金

土 地
圧 縮
積立金

配 当
積立金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

当 期 首 残 高 34,606 47,471 0 47,471 1,958 68 15 3,000 118,000 13,118 136,161
当 期 変 動 額
剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 　 　 　 △7,721 △7,721
特別償却準備金の取崩 　 　 　 　 　 △55 　 　 　 55 　
別途積立金の積立 　 　 　 　 　 　 　 　 7,000 △7,000 　
当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 28,215 28,215
自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － － － － △55 － － 7,000 13,550 20,494
当 期 末 残 高 34,606 47,471 0 47,471 1,958 12 15 3,000 125,000 26,669 156,656
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自己株式 株主資本

合 計
その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合 計

当 期 首 残 高 △ 13,985 204,253 1,555 1,555 205,809
当 期 変 動 額
剰余金の配当 　 △7,721 　 　 △7,721
特別償却準備金の取崩 　 　 　 　 　
別途積立金の積立 　 　 　 　 　
当 期 純 利 益 　 28,215 　 　 28,215
自己株式の取得 △6 △6 　 　 △6
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 　 　 1,231 1,231 1,231

当期変動額合計 △6 20,488 1,231 1,231 21,719
当 期 末 残 高 △13,992 224,741 2,787 2,787 227,529
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連結計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成30年２月14日

Ｔ Ｈ Ｋ 株 式 会 社
取締役会 御中

太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 尻 慶 太 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 和 田 磨 紀 郎 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＴＨＫ株式会社の平成29年４月１日から平成29
年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ＴＨＫ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成30年２月７日に第11回無担保社債及び第12回無
担保社債を発行している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成30年２月14日

Ｔ Ｈ Ｋ 株 式 会 社
取締役会 御中

太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 尻 慶 太 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 和 田 磨 紀 郎 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＴＨＫ株式会社の平成29年４月１日から平
成29年12月31日までの第48期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成30年２月７日に第11回無担保社債及び第12回無
担保社債を発行している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
　

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、2017年４月１日から2017年12月31日までの第48期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につきまして以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内
容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役、執行役員及び使
用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、内部
監査室及び内部統制所管部署と連携の上、重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等か
らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。加えて、監査等委員会を毎月開催し、決議事項を審議するとともに情報の共
有に努めました。更に、監査等委員会を補完するべく、監査等委員会とは別にミーティングを毎月
1回実施し、情報共有、意見交換、及び各種討議をするとともに情報収集にも努めました。また、
監査等委員会による監査活動の結果については、必要に応じて取締役に意見を伝えました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針については、取締役会その
他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方
針は相当であると認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年２月14日

Ｔ Ｈ Ｋ 株 式 会 社 監査等委員会
監査等委員 日置 政克 ㊞
監査等委員 大村 富俊 ㊞
監査等委員 上田 良樹 ㊞

（注）監査等委員日置政克、大村富俊、上田良樹の三氏は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

　

以上
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メ モ
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メ モ



定時株主総会会場ご案内
東京都港区高輪四丁目10番30号 
品川プリンスホテル アネックスタワー 5階「プリンスホール」
TEL. 03-3440-1111（代表）

会場

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

環境に配慮したFSC®認証紙と
植物油インキを使用しています。

お願い：ご来場に際しましては、公共交通機関のご利用をお願い申しあげます。
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